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１．法人の長によるメッセージ 

ＮＥＤＯは、1970 年代に世界を襲った二度のオイルショックをきっかけに、新たなエネル

ギー開発の先導役として 1980 年に発足しました。以来、経済産業行政の一翼を担う日本最大

級の公的研究開発マネジメント機関として、「エネルギー・地球環境問題の解決」と「産業技

術力の強化」という２つのミッションを掲げ、企業、大学及び公的研究機関の英知を結集し

て、研究開発・実証に取り組んでおります。 

2023 年度にスタートした５年間の第５期中長期目標期間では、「研究開発マネジメントを

通じたイノベーション創出」「研究開発型スタートアップの成長支援」「政策立案や研究開発

マネジメントに貢献する技術インテリジェンスの強化・蓄積」の３つを柱として取り組んで

います。 

具体的には、まず「研究開発マネジメントを通じたイノベーション創出」に向けて、プロ

ジェクト・マネージャー制度によるマネジメント機能の高度化やさらなる研究開発マネジメ

ントの機能強化を図っています。これらの取り組みを通じて、研究開発成果の最大化を図る

とともに、世界のイノベーションによる状況変化に迅速に対応することで、企業等による社

会実装を促進していきます。「研究開発型スタートアップの成長支援」では、イノベーション

の新しい担い手であるスタートアップを発掘し、新規産業の創出につなげるため、シーズ段

階から事業化まで一貫した支援体制を構築し、各種支援施策を実施しています。加えて、他

の公的支援機関等との相互連携等を通じて、スタートアップ・エコシステムの構築に貢献し

ます。そして、イノベーションの芽を見出し、社会に実装させるため「政策立案や研究開発

マネジメントに貢献する技術インテリジェンスの強化・蓄積」に取り組んでいます。世界に

先んじてイノベーションの予兆を掴み、日本の強み、優位性を生かした技術戦略の策定や政

策エビデンスの提供等を通じて、産学官連携によるプロジェクトの実施につなげていきます。 

また、産業技術・イノベーションの活性化やカーボンニュートラルの実現、経済安全保障

の確保等の政策実現に向け、ＮＥＤＯはグリーンイノベーション基金をはじめとする８つの

基金事業を実施しています。このようにＮＥＤＯに対する期待と責任が一層高まる中、ＮＥ

ＤＯは持続可能な社会の実現に向けて、「日本のエネルギー・環境政策は、ＮＥＤＯが支える。

日本のイノベーション政策は、ＮＥＤＯが牽引する」という気概を持って引き続き尽力して

いきます。 

そして、成果の社会実装を促進する「イノベーション・アクセラレーター」としての役割

を強化し、今後も社会課題の解決に一層貢献してまいります。 

 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

理 事 長      斎藤  保        
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２．法人の目的、業務内容 

（1）目的 

機構は、非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭に関する技術並びにエネルギー使用

合理化のための技術並びに鉱工業の技術に関し、民間の能力を活用して行う研究開発、民間

において行われる研究開発の促進、これらの技術の利用の促進等の業務を国際的に協調しつ

つ総合的に行うことにより、産業技術の向上及びその企業化の促進を図り、もって内外の経

済的社会的環境に応じたエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに経済及び産業

の発展に資することを目的としております。（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構法（以下「機構法」という。）第四条） 

 

（2）業務内容 

機構は、機構法第四条の目的を達成するため、機構法第十五条に定める以下の業務を行いま

す。 

一 次に掲げる技術（原子力に係るものを除く。）であって、民間の能力を活用することに

よりその開発の効果的な実施を図ることができるものであり、かつ、その企業化の促進を

図ることが国民経済上特に必要なものの開発を行うこと。 

イ 非化石エネルギー法第二条第一号から第三号までに掲げる非化石エネルギーを発電

に利用し、若しくは同条第四号に掲げる非化石エネルギーを発生させる技術又はこれら

の技術に係る電気を利用するための技術 

ロ 非化石エネルギーを製造し、若しくは発生させ、又は利用するための技術（イに掲げ

るものを除く。） 

ハ 可燃性天然ガス及び石炭を利用するための技術（可燃性天然ガス及び石炭を発電に利

用するに当たりこれらから発生する電気の量を著しく増加させるための技術その他の

可燃性天然ガス及び石炭の利用の高度化のためのものに限る。） 

ニ エネルギー使用合理化のための技術 

二 民間の能力を活用することによりその効果的な実施を図ることができる鉱工業の技術

（原子力に係るものを除く。以下この条において「鉱工業技術」という。）に関する研究開

発を行うこと（前号に掲げるものを除く。）。 

三 鉱工業技術に関する研究開発を助成すること。 

三の二 鉱工業技術に関する研究開発の成果の企業化に必要な事業活動に要する資金に充

てるための補助金の交付（革新的な鉱工業技術を活用して新たな事業の開拓を行う事業者

であって、その事業の将来における成長発展を加速するために外部からの投資を受けるこ

とが特に必要と認められるものに対するものに限る。）を行うこと。 

四 第一号に掲げる技術の有効性の海外における実証（その技術の普及を図ることが我が国

への非化石エネルギー、可燃性天然ガス及び石炭の安定的な供給の確保のために特に必要

である地域において行われる当該技術の実証に限る。）を行うこと。 

五 第一号ハ及びニに掲げる技術であって、その普及を図ることが特に必要なものの導入に

要する資金に充てるための補助金の交付を行うこと。 

六 次に掲げる情報の収集及び提供並びに指導に関する業務を行うこと。 

イ 可燃性天然ガス及び石炭の利用の高度化に関する情報の収集及び提供並びに第一号

ハに掲げる技術に関する指導 

ロ エネルギー使用合理化に関する情報の収集及び提供並びに第一号ニに掲げる技術に

関する指導 

七 鉱工業技術に係る技術者の養成及び資質の向上を図るための研修を行うこと。 

八 産業技術力強化法（平成十二年法律第四十四号）第二条第二項に規定する技術経営力の
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強化に関する助言を行うこと。 

八の二 産業競争力強化法（平成二十五年法律第九十八号）第二十一条の十六の規定による

助言を行うこと。 

八の三 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成二十年法律第六十三号）

第三十四条の六第一項の規定による出資並びに人的及び技術的援助のうち政令で定める

ものを行うこと。 

九 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

十 非化石エネルギー法第十一条に規定する業務を行うこと。 

十一 基盤技術研究円滑化法（昭和六十年法律第六十五号）第十一条に規定する業務を行う

こと。 

十二 福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律（平成五年法律第三十八号）第七条

に規定する業務を行うこと。 

十三 新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法(平成九年法律第三十七号)第十条に

規定する業務を行うこと。 

十四 特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律（令和二

年法律第三十七号）第二十九条に規定する業務を行うこと。 

十五 経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（令和四年

法律第四十三号）第四十二条第一項に規定する安定供給確保支援業務（同条第二項の規定

による指定に係るものに限る。以下「安定供給確保支援業務」という。）を行うこと。 
 
 

３．政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

機構は、エネルギー・地球環境問題の解決及び産業技術力の強化に貢献することを大目的と

し、その実現に向けて、革新的かつ多様な技術シーズの創出とそれを企業等による事業化、す

なわちイノベーションに結びつける「研究開発マネジメント」等を推進する機関として位置づ

けられています。 

その上で、現下のエネルギー・環境政策、産業技術・イノベーション政策を巡る状況・政府

方針を踏まえ、第５期中長期目標期間における機構のミッションを以下のとおりとしています。 
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４．中長期目標 

（1）概要 

①中長期目標期間 

令和５年度から始まった第５期における機構の中長期目標の期間は、５年間（令和５年

４月１日～令和10年３月31日）。 

②中長期目標の概要 

現下のエネルギー・環境政策、産業技術・イノベーション政策を巡る状況を見ると、世

界的に温暖化・気候変動への対応を経済成長の制約やコストではなく成長の機会として捉

え、脱炭素社会の実現に向けた研究開発や投資を加速する動きが活発化しています。我が

国としても、2020年10月に「2050年カーボンニュートラル」を宣言し、その実現に向け、

「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（2021年６月）」、「第６次エネルギ

ー基本計画（同10月）」、「クリーンエネルギー戦略中間整理（2022年５月）」等において、

省エネルギーや再生可能エネルギーの最大限の導入に加え、新たな産業としての水素やア

ンモニアのサプライチェーン構築等、産業構造や社会経済の変革を進めるための方策が示

されています。 

また、米中対立の先鋭化や新型コロナウイルス感染症の蔓延等を契機とした不確実性や

地政学的リスクの高まり、デジタル化の加速等に伴う個人の価値観や行動の多様化といっ

た環境変化の中、産業技術・イノベーションのあり方や取り組むべき社会課題も複雑化し

ています。このような状況認識の下、統合イノベーション戦略2022（2022年６月）では、

コロナ後の新しい社会における成長を牽引する先端技術の国際競争力強化、経済成長の原

動力であるイノベーションを生み出すためのスタートアップを含むエコシステムの形成、

さらには国家・国民の安全を経済面から確保する経済安全保障に関する取組等が示されて

います。 

さらに「スタートアップ育成５か年計画（2022年11月）」として、2022年をスタートアッ

プ創出元年と位置付け、人材・ネットワークの構築、資金供給の強化と出口戦略の多様化、

オープンイノベーションの推進を３本柱として推進する政策の全体像が示されています。 

加えて、化石エネルギー中心の産業構造・社会構造から、クリーンエネルギー中心のも

のへ転換すること等を通じて、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素化の３つを同時に

実現することを目指すグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の実行の流れが加速化

しています。ＧＸ実現に向けた基本方針（令和 5 年 2 月 10 日閣議決定）の決定・公表、

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（令和 5 年法律第 32 号。以

下「ＧＸ推進法」という。）の公布・施行、脱炭素成長型経済構造移行推進戦略（令和 5 年 

7 月 28 日閣議決定）、分野別投資戦略（令和 5 年 12 月 22 日経済産業省公表）が決

定・公表されており、今後 10 年程度のＧＸの方針が示されています。 

このような中で、機構には、エネルギー・環境政策、産業技術・イノベーション政策の

実施を担う重要な国立研究開発法人として、これまで組織として培ってきた知見やノウハ

ウ、ネットワーク等を更に強化・活用し、政府と産業界との間に立って、高度な「研究開

発マネジメント」により、国の研究開発を成功に導き、その成果を企業等が速やかに事業

化・社会実装につなげるイノベーションの支援、ひいては、エネルギー・地球環境問題の

解決や産業技術力の強化といった大目的への貢献がこれまで以上に期待されています。 

※詳細は、第５期中長期目標をご覧ください。 

 

（2）一定の事業等のまとまりごとの目標 

機構は、中長期目標における一定の事業等のまとまりの区分に基づくセグメント情報を開示

しています。 

https://www.nedo.go.jp/introducing/tsusoku_plan.html
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具体的な区分名及び区分ごとの目標は以下のとおりです。 

 

一定の事業等のまとまり 目標 

研究開発マネジメントを通

じたイノベーション創出へ

の貢献 

研究開発事業の目的及び特徴を踏まえた適切な研究開発マネ

ジメントを実施することによって、研究開発成果の最大化及

び企業等による事業化・社会実装の促進を目指す。 

研究開発マネジメントを通

じたスタートアップの成長

支援 

我が国における新産業の創出や国際競争力強化のため、機構

は、「技術的目利き」の視点やスタートアップを取り巻く民間

資金や事業会社、政府の政策・制度と連携した「技術とマネー

の結節点」として、研究開発型スタートアップの成長を支援す

る。併せて、事業の遂行を通じて、機構におけるスタートアッ

プ向けの研究開発マネジメントの確立を目指す。加えて、他機

関との連携によるネットワーク構築等にも努め、我が国にお

けるスタートアップ・エコシステム構築の一翼を担う。 

政策立案や研究開発マネジ

メントに貢献する技術イン

テリジェンスの強化・蓄積 

国内外の有望技術・先端技術と社会課題・市場課題の動向に関

する情報を収集・把握と同時に技術革新がもたらす将来の国

内外市場を分析し、その成果を政策当局に政策エビデンスと

して提供する。さらに、企業等による迅速な社会実装に向けた

イノベーション・エコシステムの構築やグローバル市場の早

期獲得につなげるための政策立案に貢献する。 

加えて、新産業創出を目指す課題等の解決に向け、従来の発想

に依らない革新的かつインパクトある技術シーズを発掘・育

成するため、産学連携による先導研究プログラムを推進し、ナ

ショナルプロジェクトの立ち上げや、より早い社会実装に結

び付く共同研究等に繋げる。 

基金事業の適切な管理・執

行 

機構の中長期目標期間を超えて長期間実施される基金事業に

ついては、基金額の適切な管理・運用、助成金の申請手続き等

の効率化・迅速化及び支援事業者管理等を適切に行った上で

管理・執行する。 

 

 

５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

（1）理念 

機構は、持続可能な社会の実現に必要な技術開発の推進を通じて、イノベーションを創出

します。 

技術戦略の策定、プロジェクトの企画・立案を行い、プロジェクトマネジメントとして、

産学官の強みを結集した体制構築や運営、評価、資金配分等を通じて技術開発を推進し、成

果の社会実装を促進することで、「イノベーション・アクセラレーター」として、社会課題の

解決を目指します。 

 

【機構のミッション】 

①エネルギー・地球環境問題の解決 

新エネルギー及び省エネルギー技術の開発と実証試験等を積極的に展開し、新エネルギ

ーの利用拡大と更なる省エネルギーを推進します。さらに、国内事業で得られた知見を基

に、海外における技術の実証等を推進し、エネルギーの安定供給と地球環境問題の解決に

貢献します。 
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②産業技術力の強化 

産業技術力の強化を目指し、将来の産業において核となる技術シーズの発掘、産業競争

力の基盤となる中長期的プロジェクトの実施及び実用化開発における各段階の技術開発

に取り組みます。その際、産学官の英知を結集して高度なマネジメント能力を発揮するこ

とで、新技術の市場化を図ります。 

 

（2）運営上の方針 

①研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上を目指します。 

②基金事業の適切な管理・執行を行います。 

③機構の一般管理費及び業務経費に関して効率化を図ってまいります。 

④組織体制の合理化を図るため、既往の政府方針等を踏まえながら実施プロジェクトの重点

化を図るなどの措置を講じてまいります。また、関連する政策や技術動向の変化、業務の

進捗状況に応じ、事務及び事業を見直しながら、中長期目標期間を超えた長期的な課題に

取り組む基金業務に対処していくための体制整備を含め、機動的かつ効率的な人員配備を

行います。これらの機動的・効率的な組織・人員体制の構築については、理事長のトップ

マネジメントの下で行ってまいります。 

⑤研究開発マネジメントや各部署での業務高度化・効率化に必要となる専門性の向上を念頭

に置き、理事長のトップマネジメントの下で、組織の根幹を支える固有職員の育成を推進

してまいります。 

⑥機構外部の専門家・有識者を活用しながら事業の適正な評価を行い、不断の業務改善を行

ってまいります。 

⑦内部統制に関する規程整備等を行い、着実に推進するとともに、内部統制の仕組みが有効

に機能するよう更なる充実を図ってまいります。 

 

 

 

６．中長期計画及び年度計画 

第５期中長期計画（令和５年４月～令和 10 年３月）に掲げる項目及びその主な内容は次の

とおりです。令和６年度計画は第５期中長期計画に基づき、令和６年度において実施すべき事

項を定めています。 

なお、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成 14 年法律第 145 

号）及び産業競争力強化法（平成 25 年法律第 98 号）の改正等により、計画を変更していま

す。 

詳細につきましては、第５期中長期計画及び年度計画をご覧ください。 

 

  

https://www.nedo.go.jp/introducing/tsusoku_plan.html
https://www.nedo.go.jp/introducing/tsusoku_plan.html
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Ⅰ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項（60％） 

１．研究開発マネジメントを通じたイノベーション創出への貢献 

（1） ナショナルプロジェクト及びテー

マ公募型事業の実施 

（2） 国際実証・国際共同研究事業の実施 

（3） 特定公募型研究開発業務の実施 

（4） 国際的な議論への貢献及び関係機

関との連携等 

（5） 各事業における技術流出の防止 

・ 研究開発マネジメント活動について、外

部の有識者により構成される委員会にお

いて、４段階評点の平均が最上位または

上位の区分の評価となる。 

 

２．研究開発マネジメントを通じたスタートアップの成長支援 

（1） イノベーション・エコシステムの形

成に資する研究開発型スタートア

ップの育成 

（2） 関係機関とのネットワーク構築 

（3） 特定公募型研究開発業務の実施 

（4） その他の取組 

・ スタートアップに対する研究開発マネジ

メント活動について、外部有識者により

構成される委員会において、４段階評点

の平均が最上位または上位の区分の評価

となる。 

３．政策立案や研究開発マネジメントに貢献する技術インテリジェンスの強化・蓄積 

（1） 政策立案・研究開発マネジメントに

貢献する技術インテリジェンス機

能 

（2） イノベーションシーズの創出によ

る政策立案等への貢献 

・ 技術インテリジェンス活動について、外

部有識者により構成される委員会におい

て、４段階評点の平均が最上位または上

位の区分の評価となる。 

Ⅱ．基金事業の適切な管理・執行（15％） 

― ・ 基金事業の適切な管理・執行活動につい

て、外部有識者により構成される委員会

において、４段階評点の平均が最上位ま

たは上位の区分の評価となる。 

Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項（10％） 

１．柔軟で効率的な業務推進体制 

（1）業務の効率化 

（2）機動的・効率的な組織・人員体制 

（3）外部能力の活用 

２．組織の根幹を支える固有職員及びＰＭｇｒ人材の育成 

３．デジタル・トランスフォーメーションに係る取組の強化 

４．積極的な広報の推進 

５．公正な業務執行とアカウンタビリティの向上 

（1） 外部評価活用と自己改革の徹底 

（2） 適切な調達の実施 

Ⅳ．財務内容の改善に関する事項（7.5％） 

Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項（7.5％） 

※ 上記表の大項目末尾に記載の（）内は、各項目の評価比率を表す。 

※ Ⅰ．Ⅱ．については右欄に各項目の定量指標を掲載。 

※ Ⅳ．Ⅴ．については中項目以下を省略。 
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７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（1）ガバナンスの状況 

①主務大臣 

機構に係る通則法における主務大臣は経済産業大臣です。 

②ガバナンス体制図 

ガバナンスの体制は以下のとおりです。機構は主務大臣が任命する法人の長の下、同じ

く主務大臣が策定した中長期目標等の指示等に基づいて業務を執行しています。また、主

務大臣が任命する監事が機構の業務の監査を行います。 

機構の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の推進に係る基本方針と

して、「内部統制・リスク管理の推進に係る基本方針」を整備するとともに、基本方針に基

づく内部統制等の取組を促進するため、「内部統制・リスク管理推進行動計画」を策定して

います。また、内部統制機能の有効性チェックのため、外部有識者である会計監査人によ

る監査のほか、理事長以下役員等を委員とする「内部統制・リスク管理推進委員会」を設

け、定期的なモニタリング等を実施しています。 

内部統制システムの整備に関する詳細は業務方法書及びホームページをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主務大臣 

監事 法人の長 会計監査人 

任命 任命 選任 

目標等の 

指示等 

独立行政法人評価制度委員会 
目標案の諮問・答申等 

理事 

（経営会議等） 

各部等 

契約監視委員会 

情報セキュリティ委員会 

内部統制・リスク管理推進委員会 

https://www.nedo.go.jp/content/100880369.pdf
https://www.nedo.go.jp/content/100887165.pdf
https://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/compliance_index.html


- 9 - 

（2）役員等の状況 

①役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（令和７年３月 31 日現在） 

役 職 氏 名 任 期 担 当 経 歴 

理 事 長 斎藤 保 
自 R5.4.1 

至 R10.3.31 
組織業務運営 （株）ＩＨＩ 相談役 

副理事長 横島 直彦 
自 R5.10.1 

至 R9.9.30 

業務運営全般についての

理事長補佐 

経営企画部 

中小企業庁 経営支援部長 

理 事 吉岡 正嗣 
自 R5.10.1 

至 R7.9.30 

監査、総務、人事、経理、

法務海外事務所 

防衛省 防衛装備庁 プロジェク

ト管理部 事業監理官（宇宙・地上

装備担当） 

理 事 弓取 修二 
自 R5.10.1 

至 R7.9.30 

事業統括、スタートアップ

支援、海外展開 

（国研）新エネルギー・産業技術

総合開発機構 ロボット・AＩ部

長 

理 事 西村 知泰 
自 R5.10.1 

至 R7.9.30 

半導体・情報インフラ、AI・

ロボット、フロンティア 

日本電気（株） 執行役員常務 ／

システムプラットフォーム・ビジ

ネスユニット長 

理 事 林 成和 
自 R5.10.1 

至 R7.9.30 

バイオ・材料、自動車・蓄

電池、航空・宇宙 

（国研）新エネルギー・産業技術

総合開発機構 材料・ナノテクノ

ロジー部長 

理 事 飯村 亜紀子 
自 R5.10.1 

至 R7.9.30 

イノベーション戦略担当、

水素・アンモニア、再生可

能エネルギー、サーキュラ

ーエコノミー 

（国研）新エネルギー・産業技術

総合開発機構 技術戦略研究セ

ンター次長 

監 事 藪田 敬介 
自 R5.6.28 

至 R10.6 月見込※ 
監査業務担当 （株）日立製作所 監査室 室長 

監   事 

(非常勤) 
福嶋 路 

自 R5.6.28 

至 R10.6 月見込※ 
監査業務担当 

東北大学大学院 経済学研究科 

教授 

※第５期中長期目標期間の最後の事業年度の財務諸表の大臣承認日まで 

 

②会計監査人の氏名または名称及び報酬 

会計監査人は有限責任 あずさ監査法人であり、当該監査法人に対する、当事業年度の機

構の監査証明業務に基づく報酬の額は、29 百万円（税込）です。非監査業務に基づく報酬

はありません。 

 

（3）職員の状況 

常勤職員は令和６年度末において 1,542 人（前期末比 50 人増、3.4％増）であり、平均年齢

は 51 歳（前期末 52 歳）となっています。当機構への出向者数は 455 人です。 

そのうち、女性の管理職は全体の 30.1％を占めており、男女問わず活躍できる環境を整備

しています。また、男性の育児休業取得率は 63％と、積極的な休暇取得を奨励しています。 

 

（4）重要な施設等の整備等の状況 

①当事業年度に完成した主要施設等 

該当なし 
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②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

該当なし 

 

③当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 

 

（5）純資産の状況 

①資本金の額及び出資者ごとの出資額 
（単位：百万円）     

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政 府 出 資 金 66,520 - - 66,520 

民 間 出 資 金 135 - - 135 

資 本 金 合 計 66,655 - - 66,655 

※金額の欄の計数は、原則として四捨五入によっているので端数において合計と一致しないものがあります。 

 

②目的積立金の申請、取崩内容等 

該当なし 

 

（6）財源の状況 

①財源の内訳 

機構の収入 2,150,977百万円で、その内訳は運営費交付金 207,303百万円（収入の 9.64%）、

国庫補助金 1,934,648 百万円（収入の 89.94%）、業務収入 1,220 百万円（収入の 0.06%）、

その他収入 7,807 百万円（収入の 0.36%）となっております。 

 

②自己収入の明細 

機構における自己収入として、業務収入及びその他収入があります。 

業務収入の内訳としては、補助金等の返還や補助事業に係る財産処分収入等 1,188 百万

円等があります。その他収入の内訳としては、受取利息収入 4,860百万円、資産売却収入

2,932 百万円等があります。 

 

 

 

（7）社会及び環境への配慮等の状況 

機構は、世界中で関心が高まっている地球温暖化問題をはじめとした環境、エネルギー問題

に対し、事業の遂行を通じ、また自らの行動においても、積極的な取組を実施しています。本

取組にあたっては、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構における温室効

果ガス排出抑制等のための実施計画」を平成 30 年３月 22 日に策定し、令和 12 年度までの環

境負荷軽減に向けた取組を実施しています。 

 

 

主たる取組としては以下のようなことに取り組んでおります。 
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①温室効果ガス排出 

機構による令和６年度の温室効果ガス排出量は、179,869 ㎏-CO2（暫定値。平成 25 年度

（基準年度）比 45.4％削減）となりました。（関西支部オフィスの閉鎖及び分室（外部会

議室）のグリーン電力導入等によるもの。） 

 

②グリーン調達に関する取組 

機構は、製品やサービスの購入に際し、できる限り環境への負荷の少ない物品等を優先

して選ぶグリーン調達を進めており、またグリーン調達を推進するため、「環境物品等の調

達の推進を図るための方針」を毎年策定し公表しています。 

 

③省エネルギー対策 

機構内におけるエネルギー使用量の抑制を図るため、執務室における照明のＬＥＤ化や

間引き消灯、クールビズの推進、クラウド・コンピューティングの活用等による消費電力

の削減を行っています。 

 

④省資源対策 

機構内における３Ｒ（Reduce/Reuse/Recycle）を目指し、会議のペーパーレス化や電子

決裁システムの導入等による紙の使用量削減等を行っています。 

 

 また、カーボンニュートラル実現に向けた重要技術を俯瞰・評価した「持続可能な社会の実

現に向けた技術開発総合指針 2023（ＮＥＤＯ総合指針）」を策定し、ＮＥＤＯ総合指針を活動

基軸としてプロジェクトの企画・立案を行うことにより、世界の気候変動問題の解決、持続可

能な社会の実現を目指しています。 

 詳細につきましては、「持続可能な社会の実現に向けた技術開発総合指針 2023」をご覧くだ

さい。 

 

（8）法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 

＜技術インテリジェンスの強化・蓄積＞ 

2024 年度は、技術戦略研究センターをイノベーション戦略センター（ＴＳＣ）に改組し、

プロジェクト推進部から独立させることにより、客観性・中立性を確保した上で、事業部

門に対し、研究開発マネジメントや評価におけるエビデンスを提供するとともに、政府の

政策立案や予算編成、民間企業によるイノベーションに資する活動を開始しました。 

国内外の技術・市場・政策の動向を踏まえ、〔1〕～〔4〕を通じ、ＮＥＤＯプロジェク

トのライフサイクル全体※に貢献、関連する民間での取組の促進に向けて、メーカーや大

学・研究機関のみならず、商社やファンド・金融機関、報道機関に対しても情報発信して

います。 

〔1〕各分野を俯瞰した Innovation Outlook 等による政府の基本方針や戦略への提案 

〔2〕イノベーション戦略を通じたフロンティア領域におけるプロジェクトの企画立案 

〔3〕最新動向メモの提供等によるプロジェクトマネジメントへの伴走支援 

〔4〕オープン・クローズ戦略等の社会実装を見据えた助言 

※構想、企画立案、マネジメント（運営・評価）、社会実装 

 

＜人材確保・育成＞ 

組織の中核を担う人材を継続的に確保すべく、出身の学部・学科を問わず大学卒業者、

大学院修了者（既卒者を含む）を対象に、新卒採用を行っています。また、さまざまな分

野でのキャリアを活かし、機構を支える即戦力として、民間企業・官公庁等での実務経験

を持つ方を対象に、キャリア採用を行っています。 

機構の主要業務の１つであるプロジェクトマネジメントを担う人材の育成のため、実務

https://www.nedo.go.jp/library/future_1.html
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を通じて多様な経験を積ませるとともに、プロジェクトマネジメント関連の研修を企画・

実施しています。併せて、プロジェクト推進を支える経理・広報等、各種の実務研修を行

っています。 

組織全体の業務推進力向上に向けては、職員の役割・職制に応じた階層別研修の他、管

理職向けに労務管理研修やメンタルヘルスケア研修などを実施しています。さらに、職員

の自己研さん、モチベーション向上、キャリア構築のため国内・海外留学制度をはじめ各

種制度を実施しています。 

 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（1）リスク管理の状況 

日本最大級の公的研究開発マネジメント機関として、中長期目標等に基づき法令等を遵守し

つつ業務を実施し、機構の２つのミッションである「エネルギー・地球環境問題の解決」及び

「産業技術力の強化」の達成に資するため、内部統制及びリスク管理推進の取組について体系

的に強化を図っています。 

 

＜リスク管理体制の整備＞ 

内部統制・リスク管理推進規程に基づいて内部統制・リスク管理推進委員会を設置する

とともに、内部統制等総括管理者・責任者等を配置し、「内部統制・リスク管理の推進に

係る基本方針」及び「内部統制およびリスク管理の推進にかかる年度行動計画」を定めて

推進活動を展開しています。具体的には、リスクコントロールマトリクス（ＲＣＭ）技法

を利用したリスク抽出と評価を実施し、各種改善活動（注意喚起・連絡体制整備・マニュ

アル周知・研修実施等）を進める体制を整えています。 

 

＜内部通報、外部通報受付窓口の設置＞ 

機構職員のコンプライアンス違反（不正行為、ハラスメント行為等）に係る機構内外か

らの通報を受け付ける窓口を設置し、自浄作用による不正等の早期発見・是正に努めてい

ます。なお、窓口は、機構内部のほか、機構の顧問弁護士を機構外通報窓口としています。 

 

＜研究開発活動の不正行為と研究資金の不正な使用の告発受付窓口の設置＞ 

機構事業の実施者（委託先、助成先）における研究資金の不正受給や、研究不正等に関

する通報を受け付ける窓口を設置し、機構が行う検査とは別に実施者内部からの情報も得

ることで、不正等の早期発見・抑止に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.nedo.go.jp/content/100880369.pdf
https://www.nedo.go.jp/content/100880369.pdf
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（2）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

①主要なリスクへの対応状況 

＜不正事案への対処＞ 

公益通報等に対して適切に対応するとともに、研修等による職員の能力向上、社会情勢

や過去の不正事案を踏まえた検査の実施などにより、機構の活動全体の信頼性確保につな

げる取組を実施しています。 

 

＜情報セキュリティ対策等の徹底＞ 

情報システム、重要情報への不正アクセスに対する十分な強度を確保するとともに、震

災等の災害時への対策を行い、業務の安全性、信頼性を確保することとしています。 

令和２年 11 月から提供を開始した情報基盤サービスにおいては、全職員が安全性を確

保したテレワークを行える環境を用意するとともに、振る舞い検知や常駐者による監視等

の対策に加え、なりすましを防ぐ「顔認証」を含めた２要素認証やマルウェア感染時の内

部ネットワークへの感染拡大を防止するインターネット分離を導入するなど、業務の安全

性、信頼性の確保に取り組んでいます。データのバックアップについても、オンラインで

取得し遠隔地に蓄積する方式により災害時対策を継続しています。 

情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１

では 11 月にサーベイランス審査と合わせて、適合規格を「ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１：２

０２２」に変更する移行審査を受審し、引き続き認証の維持を継続しています。 

また、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群」（令和５年７月版）

を踏まえ改訂した情報セキュリティ規程類に従い、各種手順を整備しました。 

 

②内部統制・リスク管理推進委員会 

内部統制及びリスク管理推進の取組方針を検討・審議する機関として、理事長を委員長

とする内部統制・リスク管理推進委員会を設置し、内部統制の仕組みが有効に機能してい

るかの点検・検証、「内部統制・リスク管理の推進に係る基本方針」・「内部統制・リスク管

理推進行動計画」の策定を着実に実施し、更なる充実・強化を図っています。 

 

詳細につきましては、業務実績等報告書をご覧ください。 

  

https://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/tsusoku_index.html
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９．業務の適正な評価の前提情報 

令和６事業年度の機構の各業務についてのご理解とその評価に資するため、各事業の前提と

なる各勘定の経理対象と勘定相互の関係について図示します。 

 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人　新エネルギー・産業技術総合開発機構

運営費交付金 業務収入

業務収入 その他収入

その他収入

交付 支払

運営費交付金 業務収入

業務収入 その他収入

その他収入

国庫補助金 国庫補助金

業務収入 業務収入

その他収入 その他収入

国庫補助金

業務収入

その他収入

大学、
民間企業等

一般勘定 電源利用勘定

エネルギー
需給勘定

基盤技術研究
促進勘定

安定供給確保
支援業務勘定

国

特定公募型研究
開発業務勘定

特定半導体勘定
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１０．業績の成果と使用した資源との対比 

（1）当事業年度の主な業務成果・業務実績 

令和６年度は、第５期中長期目標期間の２年度目として、第５期中長期計画及び年度計画

に沿って、高度な研究開発マネジメントを通じたイノベーション創出、イノベーションの担

い手として期待される研究開発型スタートアップの成長支援、研究開発マネジメントに貢献

する技術インテリジェンスの強化・蓄積等に取り組み、本中長期目標の達成に向けて、適切

な業務運営を行ってまいりました。 

 

（2）自己評価 

令和６年度の各業務の具体的な取組結果と行政コストの関係の概要については次のとおり

です。 

詳細は業務実績等報告書をご覧ください。 

（単位：百万円） 

項目 評価（※） 行政コスト 

Ⅰ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項（60％） 

１．研究開発マネジメントを通じたイノベーション創出への貢献 Ａ 1,015,785 

２．研究開発マネジメントを通じたスタートアップの成長支援 Ａ 17,818 

３．政策立案や研究開発マネジメントに貢献する技術インテリジ

ェンスの強化・蓄積 

Ｓ 7,775 

Ⅱ．基金事業の適切な管理・執行（15％） 

 Ａ 405,451 

Ⅲ．業務運営の効率化に関する事項（10％） 

 Ａ  

Ⅳ．財務内容の改善に関する事項（7.5％） 

 Ｂ  

Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項（7.5％） 

 Ｂ  

 

（3）当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

区分 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

評定（※） Ａ － － － － 

 

（※）評価区分 

Ｓ：「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期

待等が認められる。 

Ａ：「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認め

られる。 

Ｂ：「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な業務運営がなされている。 

Ｃ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工

https://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/tsusoku_index.html
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夫、改善等が期待される。 

Ｄ：「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直

しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

１１．予算と決算の対比 
（単位：百万円） 

区分 予算額 決算額 差額理由 

収入 2,132,639 2,150,977  

運営費交付金 
 

195,599 207,303 科学技術イノベーション創造推進費に係る運営費交付金の交付を受けたため。 

国庫補助金 1,934,648 1,934,648  

業務収入 
 

43 1,220 事業者からの返還等があったため。 

その他収入 2,349 
 

7,807 受取利息収入等が予定より多かったため。 

支出 
 

2,840,829 
 

1,492,759  

業務経費 
 

189,839 
 

138,189 翌年度への繰越等があったため。 

国庫補助金事業費 
 

2,634,234 1,338,245 特定半導体基金事業等に係る支出が予定より少なかったため。 

一般管理費 
 

16,756 
 

16,325  

※1  各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

※2  詳細につきましては、決算報告書をご覧ください。 

 

 

１２．財務諸表 

（1）貸借対照表（財務情報 | NEDO） 

（単位：百万円）   

資        産 R7.3.31 現在 負        債 R7.3.31 現在 

流動資産 7,972,115  流動負債 3,668,866 

 現金及び預金 7,938,444  運営費交付金債務 107,778 

 有価証券 7,600  預り補助金等 3,352,425 

 前渡金 21,533  未払金 208,057 

 未収金 143  その他の流動負債 605 

 賞与引当金見返 527 固定負債  4,566,678 

 その他の流動資産 3,867  長期預り補助金等 4,562,512 

固定資産 274,240  退職給付引当金 3,070 
 有形固定資産 852  その他の固定負債 1,096 

 減価償却累計額 △340 負 債 合 計 8,235,543 

 無形固定資産 364 純     資     産 R7.3.31 現在 

 投資有価証券 268,400 資本金 66,655 

 退職給付引当金見返 3,069 資本剰余金 903 

 その他の固定資産 1,894 利益剰余金 △56,747  

    純 資 産 合 計 10,811 

資 産 合 計 8,246,355 負債・純資産合計 8,246,355 

 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

  

https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
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（2）行政コスト計算書（財務情報 | NEDO） 
                                                                         （単位：百万円） 

項               目 R6.4.1～R7.3.31 

Ⅰ．損益計算書上の費用 1,463,125 

     

Ⅱ．その他行政コスト 0 

  

Ⅲ．行政コスト 1,463,125 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

    ※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

（3）損益計算書（財務情報 | NEDO） 
（単位：百万円）       

経   常   費   用 R6.4.1～R7.3.31 

業務費 1,446,813 

  給与手当 753 

  外部委託費 838,608 

  補助事業費 602,089 

 請負費 2,671 

  その他の業務費 2,692 

一般管理費 16,270 

  給与手当 5,649 

  賃借料 1,553 

 請負費 2,670 

  その他の一般管理費 6,398 

雑損 17 

経常費用合計 1,463,100 

経   常   収   益 R6.4.1～R7.3.31 

運営費交付金収益 145,161 

補助金等収益 1,307,004 

資産見返負債戻入 315 

賞与引当金見返に係る収益 527 

退職給付引当金見返に係る収益 239 

財務収益 8,493 

雑益 4,133 

経常収益合計 1,465,872 

経   常   利   益 2,772 

臨時損失 24 

臨時利益 54 

当期純利益 2,801 

当期総利益 2,801 

    

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

 

  

https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
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（4）純資産変動計算書（財務情報 | NEDO） 
（単位：百万円） 

項     目 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 66,655 904 △59,548 8,011 

当期変動額              

   資本金の当期変動額 － － － － 

   資本剰余金の当期変動額 － △0 － △0 

   利益剰余金の当期変動額 － － 2,801 2,801 

当期変動額合計 － △0 2,801 2,801 

当期末残高 66,655 903 △56,747 10,811 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

（5）キャッシュ・フロー計算書（財務情報 | NEDO） 
（単位：百万円） 

項               目 R6.4.1～R7.3.31 

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー 868,508 

   （支出：原材料、商品又はサービスの購入等） △1,282,991 

   （収入：補助金等、運営費交付金等） 2,151,499 

     

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー △2,259,620 

   （支出：定期預金の預入等） △22,895,704 

   （収入：定期預金の払戻等） 20,636,084 

     

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー － 

  

Ⅳ．資金に係る換算差額 △0 

  

Ⅴ．資金減少額 △1,391,112 

     

Ⅵ．資金期首残高 3,465,136 

    

Ⅶ．資金期末残高 2,074,023 

※1 各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

    ※2 詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

 

  

https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
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１３．財務状況及び運営状況の法人の長による説明情報 

（1）各財務諸表の概要 

①貸借対照表 

令和６年度末の資産残高は、８兆2,464億円となっており、その大宗は現金及び預金な

どの金融資産です。また、負債残高は８兆2,355億円となっておりますが、その大宗は各

業務遂行上に必要な預り補助金等又は長期預り補助金等であり将来の行政サービスに充

てるものとして負債に計上しているものです。  

純資産の残高は108億円であり、政府出資金665億円、民間出資金１億円、資本剰余金 

９億円、利益剰余金△567億円を計上しております。 

②行政コスト計算書  

損益計算書の経常費用等の行政コストは１兆4,631億円となっております。 

③損益計算書  

経常費用は１兆4,631億円、経常収益は１兆4,659億円となっております。 

国庫補助金の事業費執行規模が増加したことに伴い、経常収益のうち補助金等収益が

5,640億円増加しています。当期総利益は28億円となりました。 

④純資産変動計算書 

資本金は667億円、資本剰余金は９億円、利益剰余金は△567億円であり、純資産合計

は108億円となっております。 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フローは、半導体・人工知能関連技術基盤強化対策費補

助金、脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金受入等による補助金等収入１兆9,352

億円などにより、8,685億円の資金増加となっています。投資活動によるキャッシュ・フ

ローは、定期預金の預入による支出などにより２兆2,596億円の資金減少となっていま

す。これらにより期末残高は２兆740億円となりました。 

 

（2）財務状態及び運営状況について 

機構の業務運営は概ね順調に進捗しており、上記のとおり現在の財政状況には大きな問題は

ありません。但し、基盤技術研究促進事業において繰越欠損金が生じていることから、管理費

の低減化に努めるとともに、資金回収の徹底を図ってまいります。 

 

 

１４．内部統制の運用に関する情報 

機構は、役員（監事を除く。）の職務の執行が通則法、機構法又はほかの法令に適合するこ

とを確保するための体制その他機構の業務の適正を確保するための体制を整備するとともに、

継続的にその見直しを図ることを業務方法書に定めており、主な項目とその実施状況は次のと

おりです。 

 

＜内部統制の運用（業務方法書第 44 条、第 48 条）＞ 

内部統制及びリスク管理推進の取組方針を検討・審議する機関として、理事長を委員長とす

る「内部統制・リスク管理推進委員会」を設置し、令和６年度は３月に開催しています。 

 

 

＜監事監査・内部監査（業務方法書第 52 条、第 53 条）＞ 

監事は、機構の業務及び会計に関する監査を行い、その結果について監査報告書をもって経
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済産業大臣及び理事長に報告します。改善を要すると認めた事項があるときは、理事長に意見

を提出するものとしています。 

また、監査室は、機構の業務の執行及び会計処理が適正に行われているか内部監査を行い、

その結果について監査報告書を作成して理事長に提出するとともに監事に回付するものとし

ています。令和６年度の内部監査は、リスクコントロールマトリクスの運用状況、海外事務所

における事務の統制状況、給与支給に係る事務の状況、法人文書管理の状況等の監査を実施し

ています。 

 

＜入札及び契約に関する事項（業務方法書第 55 条）＞ 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総務大

臣決定）及び「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について」（平成 24 年６月１日行政

改革実行本部決定）の趣旨を踏まえ、監事と外部有識者により構成する「契約監視委員会」を

設置し、令和５年度の契約を対象とした当委員会を令和６年６月に開催し、機構の調達等合理

化計画、公益法人に対する支出の点検・見直しなどについて審議を受け、承認された後、その

結果を機構のホームページに掲載しています。 

 

 

１５．法人の基本情報 

（1）沿革 

平成 15 年 10 月 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構設立 

平成 18 年 ４月 アルコール事業本部を完全民営化に向け特殊会社化に移行 

(日本アルコール産業株式会社法の施行) 

平成 18 年 ７月 京都メカニズム クレジット取得関連業務を追加 

平成 19 年 ４月 技術経営力の強化に関する助言業務を追加 

平成 24 年 ９月 石炭資源開発業務及び地熱資源開発業務を独立行政法人石油天然ガ

ス・金属鉱物資源機構に承継 

平成 25 年 ４月 石炭経過業務を独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構に承継 

平成 26 年 ４月 出資（金銭の出資を除く。）並びに人的及び技術的援助業務を追加 

平成 27 年 ４月 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構に改称 

平成 28 年 ３月 京都メカニズムクレジット取得事業及び鉱工業承継業務終了 

平成 31 年 ３月 特定公募型研究開発業務を追加 

令和 ４年 ３月 特定半導体の生産施設整備等の助成業務を追加 

令和 ５年 ３月 特定重要物資の安定供給確保支援業務を追加 

令和 ６年 10 月 革新的な鉱工業技術を活用して新たな事業の開拓を行う事業者への補

助業務及び認定特定新需要開拓事業活動の実施に関する助言業務を追

加 

 

 

（2）設立に係る根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成十四年十二月十一日・法律第

百四十五号） 

 

（3）主務大臣 

経済産業大臣（経済産業省産業技術環境局総務課） 
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（4）組織図 

（令和７年３月 31 日現在） 

 
 

（5）事務所の所在地 

本部 〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町 1310番 

       ミューザ川崎セントラルタワー（総合受付 16 階） 

 

（6）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

特定関連会社及び関連会社は該当ありません。関連公益法人等の状況は財務諸表の附属明細

書をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
https://www.nedo.go.jp/introducing/teikyou_3taisyaku.html
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（7）主要な財務データの経年比較 

（単位：百万円） 

 

 

（8）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

   ①予算                            （単位：百万円） 

収入 金額 支出 金額 

運営費交付金 146,447 業務経費 140,697 

国庫補助金 162,019 国庫補助金事業費 3,504,435 

業務収入 63 一般管理費 24,893 

その他収入 10,392   

合計 318,921 合計 3,670,025 

    ※各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

  

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

資産 2,328,443 3,139,221 5,528,790 7,447,613 8,246,355 

負債 2,312,213 3,120,665 5,470,389 7,439,603 8,235,543 

純資産 16,230 18,556 58,401 8,011 10,811 

行政コスト 174,085 224,781 405,283 871,594 1,463,125 

経常費用 173,945 224,781 405,282 871,591 1,463,100 

経常収益 175,034 228,893 447,440 874,035 1,465,872 

当期総利益 1,127 4,411 42,409 2,549 2,801 
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   ②収支計画         （単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部 3,670,453 

 経常費用 3,670,453 

  業務費 3,643,278 

  一般管理費 25,340 

  雑損 1,835 

収益の部 3,670,461 

 経常収益 3,670,461 

  運営費交付金収益 146,144 

  業務収益 15 

    補助金等収益 3,512,589 

  資産見返負債戻入 213 

  賞与引当金見返に係る収益 665 

  退職給与引当金見返に係る収益 473 

  財務収益 7,837 

  雑益 2,525 

純利益 8 

目的積立金取崩額 0 

総利益 8 

※各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

    

   ③資金計画         （単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 7,851,811 

 業務活動による支出 3,669,916 

 投資活動による支出 27 

翌年度への繰越金 4,181,868 

資金収入 7,851,811 

 業務活動による収入 318,926 

  運営費交付金による収入 146,447 

    国庫補助金による収入 162,019 

  業務収入 69 

  その他の収入 10,392 

 投資活動による収入 1 

前年度よりの繰越金 7,532,884 

※各金額は単位未満を四捨五入しており合計額と一致しないことがあります。 

 

※詳細は、令和７年度計画をご覧ください。 

 

 

 

  

https://www.nedo.go.jp/introducing/tsusoku_plan.html
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１６．参考情報 

（1）要約した財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

現 金 及 び 預 金：現金、１年以内に満期の到来する預金 

有 価 証 券：１年以内に満期の到来する譲渡性預金等 

前 渡 金：通常の業務活動において発生した前渡金 

未 収 金：通常の業務活動において発生した未収入金 

賞与引当金見返：賞与引当金（財源措置が運営費交付金等により行われることが中長期

計画で明らかにされている場合）に見合う将来の収入を引当金に対す

る見返として計上したもの 

その他の流動資産：前払費用、未収収益 等 

有 形 固 定 資 産：建物、工具器具備品等長期にわたって使用又は利用する有形の固定資

産 

減価償却累計額：損益計算書に計上された減価償却費の累計額及び資本剰余金に計上さ

れた減価償却相当累計額 

無 形 固 定 資 産：電話加入権及びソフトウェア 

投 資 有 価 証 券：１年以内に満期の到来しない機構債、その他の債券 

退職給付引当金見返：退職給付引当金（財源措置が運営費交付金等により行われることが中

長期計画で明らかにされている場合）に見合う将来の収入を引当金に

対する見返として計上したもの 

その他の固定資産：敷金・保証金、長期前払費用、前払年金費用 

運営費交付金債務：国からの運営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高 

預 り 補 助 金 等：補助金の概算交付に係る預り金 

未 払 金：通常の業務活動において発生した未払金 

その他の流動負債：預り金、賞与引当金 

長期預り補助金等：翌事業年度以降の特定の事業に充てるため特別の資金として保有する

ことを目的として交付を受けた補助金 

退職給付引当金：退職給付に係る引当金 

その他の固定負債：資産見返負債、前払年金費用見返 

資 本 金：国及び民間からの出資金 

資 本 剰 余 金：資本金及び利益剰余金以外の資本 

利 益 剰 余 金：業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

②行政コスト計算書 

損益計算書上の費用：損益計算書における経常費用、臨時損失 

その他行政コスト：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得した資産の

減少に対応する、機構の実質的な会計上の財産的基礎の減少の程度を

表すもの 

行 政 コ ス ト：機構のアウトプットを生み出すために使用したフルコストの性格を 

有するとともに、機構の業務運営に関して国民の負担に帰せられる 

コストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

③損益計算書 

業 務 費：業務に要した費用  

一 般 管 理 費：機構の運営に必要な職員等に要する給与、賞与等の人件費及び賃借料 

等 

雑 損：国庫納付金 等 
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運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

補 助 金 等 収 益：国からの補助金のうち、当期の収益として認識した収益 

資産見返負債戻入：運営費交付金等を財源として償却資産を取得したときの当該資産に係る

当期の減価償却費に見合う戻入益 

賞与引当金見返に係る収益：賞与引当金見返を計上した際に認識する収益 

退職給付引当金見返に係る収益：退職給付引当金見返を計上した際に認識する収益 

財 務 収 益：受取利息、有価証券利息 

雑 益：研究開発資産売却収入 等 

臨 時 損 失：固定資産除売却損 

臨 時 利 益：資産見返負債戻入、貸倒引当金戻入益 等 

 

④純資産変動計算書 

資 本 金：国及び民間からの出資金 

資 本 剰 余 金：資本金及び利益剰余金以外の資本 

利 益 剰 余 金：業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービス

の提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購

入による支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券の

取得・売却等による収入・支出が該当 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、借入れ・返済による

収入・支出等、資金の調達及び返済などが該当 

資 金 に 係 る 換 算 差 額：外貨建て取引を円換算した場合の差額 

 

 

（2）その他公表資料等との関係の説明 

◆ホームページでは、機構のご案内や事業の公募のほか、これまでの研究開発成果について

情報発信をしています。 

 

 
     

https://www.nedo.go.jp/
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◆問い合わせ・相談窓口 

【電話で質問（受付時間：平日 10 時～12 時、13 時～17 時）】 

044-520-5207 をご利用ください。 

 

【メールで質問（24 時間受付：回答までに時間をいただく場合があります。）】 

所定のメールフォームにて受け付けております。資料のご請求はメールにてお願いします。 

詳細はお問い合わせ窓口一覧（公募・制度・資料等）をご確認ください。 

 

https://www.nedo.go.jp/qinf/contact.html

